
第１号様式

令和 5 年 11 月 24 日

１ ２ ３ ４ ５

東 京 都 知 事  殿

印

　　　

百 十 万 千 百 十 円

１ ７ ２ ０ ０ ０

３　確認事項

1234567@tochou-youchien.ed.jp

令和５年度私立幼稚園教育水準向上支援事業費補助金交付申請書

２　幼稚園別交付申請額

幼稚園名 補助金交付申請額（円）

メールアドレス

（１）当設置者は、要綱第３ ２に該当すると認められる事実はありません。

（２）第６ ２、第１３及び第１４の規定に異議なく応じます。

合計

172,000都庁幼稚園

金　額

電話番号

都庁　次郎

交付申請 １

事務担当者

郵便番号

法人/設置者所在地
（印鑑証明と同一）

法人/幼稚園名

理事長・設置者名

（３）申請した内容には、以下に掲げる補助対象とならない経費を含んでおりません。
    ・他の地方公共団体等の補助に申請している経費
    ・私立幼稚園教育水準向上支援事業に関係のない経費
　  ・今年度の取組を実施するために、前年度に準備し支出した経費又は来年度の取組を実施する
　　　ための準備に係る経費

172,000

都庁　太郎

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号

学校法人都庁学園

０３－＊＊＊＊－＊＊＊＊

法人番号（５桁）

志向園
番号

（７桁）
個人立等

　このことについて、下記のとおり申請します。

記

１　補助金交付申請額 

１６３－８００１

都庁

学園

登録印鑑（実印）を

押してください。

締切日（令和５年１１月２４日）以前の日

付を記入してください。

自動計算されます。

確認事項（１）から（３）までについて必ず確認してください。

補助対象経費ではなく、補助対象

経費の千円未満を切り捨てた額

（ただし、上限額の範囲内）を記

入ください。

（別紙２）記入例

「２ 幼稚園別交付申請額」の

合計額を記入してください。

mailto:1234567@tochou-youchien.ed.jp


１ ２ ３ ４ ５ ６ ７

４　幼稚園別申請内訳（注１）

（１）補助対象経費の実支出予定額

1

1

2

3

4

4

（２）補助金交付申請額

消耗品費

費目（注３）

補助金交付申請額（円）

肥料 11,880

印刷製本費 本の作成に係る紙代、インク代

44,000

10,100

ウサギの餌（ペレット、野菜）

21,450

消耗品費

172,130

品目等（注４）

（注１）幼稚園別申請内訳は、幼稚園ごとに作成してください。

（注２）「番号」欄には、交付申請３「５ 幼稚園別取組内訳」の番号を記入してください。

（注４）「品目等」欄には、補助対象経費の具体的な内容を記入してください。

（注３）「費目」欄には、補助対象経費の費目を記入してください。
　　＜費目＞給料手当、報償費、旅費、消耗品費、燃料費、会議費、印刷製本費、備品購入費、通信運搬費、広告料、
　　　　　　手数料、雑役務費、委託料、保険料、使用料及び賃借料、工事費

消耗品費 ジャガイモ、トマトの種苗

交付申請 ２

金額（円）番号
（注２）

幼稚園番号

幼稚園名 都庁幼稚園

172,000

②と③のいずれか低い額

①の千円未満切捨て（円）

内
訳

補助上限額（円）定員内実員（人）

172,000

② ③

1,000,000120

①

総額

雑役務費

印刷製本費 チラシの作成に係る紙代、インク代 3,500

教職員の研修参加に係る費用 81,200

幼稚園ごとに作成

※記入欄が不足する場合には、内

訳の行をコピーし、コピーした行

を9行目～14行目の間に挿入して

ください。

金額は、税込金額で記入して

ください。

定員内実員を入力すると、人数に応じて

自動的に入力されます。

【１園当たりの補助上限額】

定員内実員が100人の場合：100万円

定員内実員100人未満の場合：80万円

青色セルの箇所は、自動計算されます。

どの事業で必要な経費かがわかるよう、交付申請３「５ 幼稚園

別取組内訳」で記載した事業の番号と一致させてください。

プルダウンメニューから選択してください。

＜費目＞給料手当、報償費、旅費、消耗品費、

燃料費、会議費、印刷製本費、備品購入費、

通信運搬費、広告料、手数料、雑役務費、委

託料、保険料、使用料及び賃借料、工事費



　５　幼稚園別取組内訳（注１） １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

番号
（注２）

１

２

３

４

（１）学校教育法等に定める「自己評価」及び「学校関係者評価」を実施し、評価結果を自園の
　　ホームページで公表していること
（２）教育水準の向上に向けた取組で、次の①から④までのいずれかの事業分類に該当すること
　　①幼児教育の内容・方法の改善
　　②幼児教育を担う人材の育成・専門性の向上
　　③家庭・地域における幼児教育の支援
　　④新型コロナウイルス感染症に対応した取組
（３）（２）の取組内容や成果について、報告書等の形で分かりやすく取りまとめ、学校関係者評価
   の中で評価を受け、報告書等及び評価結果を自園のホームページで公表すること

交付申請 ３

幼稚園番号

幼稚園名 都庁幼稚園

※２ 前年度分の学校関係者評価を実施していない場合には、次の①
　 又は②のいずれかを満たしてください。
　 ① 申請年度分の学校関係者評価の一部実施、実施状況報告の提出
　 ② 申請年度分の学校関係者評価実施計画の提出

　次の（１）から（３）までのすべてを満たす場合に補助対象となります。 ■左記（１）自園のホームページでの学校関係者評価結果の公表について

HP上リンク先アドレス
https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/shigaku/jy

osei/0000001787.html

※１ 前年度分の学校関係者評価結果の公表ページのアドレスを記入
　 してください。なお、未公表の場合には、公表予定日を記入の上、
   公表後速やかにHP上リンク先アドレスを報告してください。

（注１）幼稚園別取組内訳は、幼稚園ごとに作成してください。

（注２）「番号」欄には、順に番号を記入してください。

年間を通して ①幼児教育の内容・方法の改善
園内でウサギを飼育し、園児たちにも餌やり、掃除等をさせるなど、
日常的に動物と触れ合いながら、身近な動物への接し方を考え命を大
切にする感覚を育む。

　　　左記の取組を実施することにより、
      幼児教育の質が向上すると見込まれる。

月に１回
②幼児教育を担う人材の育成・
専門性の向上

園の教育方針や教職員に求める資質・技能などを、１冊の本にまとめ
る。そして、その本を教材にして、園長を講師とした園内研修を定期
的に実施し、教職員の資質の維持、向上を図っていく。

　　　左記の取組を実施することにより、
      幼児教育の質が向上すると見込まれる。

月に２，３回
③家庭・地域における幼児教育
の支援

認定インストラクターの研修を受けた教職員が講師となり、地域の子
育て世帯を対象に、ベビーサインやベビーマッサージ等の教室を開催
し、地域の子育て世帯への支援を行う。

　　　左記の取組を実施することにより、
      幼児教育の質が向上すると見込まれる。

実施回数・期間
（注３）

事業分類（注４） 実施内容（注５） 実施効果（注６）

春から夏まで ①幼児教育の内容・方法の改善

園内のスペースを活用して畑を整備して、園児が皆で協力しながら、
じゃがいもやトマトの栽培から収穫まで行い、その野菜を調理して食
べる。この一連の活動を通して、食の大切さ、楽しさを学ぶなど食育
の推進を図る。

　　　左記の取組を実施することにより、
      幼児教育の質が向上すると見込まれる。

（注３）「実施回数・期間」欄には、今年度に実施する取組の実施状況（予定を含む）を記入してください。なお、原則、単発で実施する取組については対象になりません。

（注４）「事業分類」欄には、該当する事業分類を記入してください。
　　＜事業分類＞①幼児教育の内容・方法の改善、②幼児教育を担う人材の育成・専門性の向上、③家庭・地域における幼児教育の支援、④新型コロナウイルス感染症に対応した取組

（注５）「実施内容」欄には、どのような取組を行うのかかがわかるよう記入してください。また、周知文書（パンフレット等）又は実施計画書等、実施内容がわかる書類の写しを提出
　　　してください。

（注６）「実施効果」欄には、実施内容に記載の取組を行うことにより、幼児教育の質が向上すると見込まれる場合には、□にチェックを入れてください。
　

幼稚園ごとに作成

※５事業以上行っている場合には、

本シートを複写してください。

プルダウンメニューから選択してください。

①幼児教育の内容・方法の改善

②幼児教育を担う人材の育成・専門性の向上

③家庭・地域における幼児教育の支援

④新型コロナウイルス感染症に対応した取組

１、２、３…と付番してください。

年に１回のみ実施等、単発で実施する取

組は原則として対象となりません。

“どのような取組を行うのか”、またその取組が“どのよ

うに幼児教育の質の向上につながるのか”がわかるように

記入してください。

「実施内容」に記載した取組を行うことに

よって、幼児教育の質が向上すると見込める

場合には、□に✔を入れてください。

■令和４年度分の学校関係者評価を実施し、その評価結果を自園のホームページで公表している場合

「HP上リンク先アドレス」欄にアドレスを記入してください。

■令和４年度分の学校関係者評価を実施しているが自園のホームページで未公表の場合

公表予定日を記入ください。また、公表後速やかにHP上リンク先アドレスを下記アドレス宛てに送ってく

ださい。

＜送り先＞S1121501@section.metro.tokyo.jp

＜件名＞【佐藤宛】私立幼稚園教育水準向上支援事業費補助金交付申請書（R4学校関係者評価）（幼稚

園番号・幼稚園名）


